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務であるかという点につきるように思われる。割賦販売法 35 条の 3 の 5
に基づく加盟店調査義務として信販会社に課せられている義務には、反社
会的勢力の排除が明示されてはいない。また、暴力団に対して企業が経済





















平成 27年 11月頃 Aが Bと釧路市内のスナックで知り合う。
平成 28 年 2月 1日 乙加盟店が Bを仮採用として雇用。




平成 28 年 5月 26日 Aは Bに強要され、乙加盟店から中古自動車レク
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サスを購入。その代金については、甲信販会社との間で、自動車代金 425
万円 (頭金 50万円)、分割手数料 108 万 1556円、支払回数 84 回、第 1回
支払額 59,056円、第 2回以降支払額 57,500円の立替払契約を締結。





6月 10日 Aは Bから呼び出しを受ける。①損害保険会社と自動車の
保険契約。②消費者金融会社で借入の契約。カードを Bに渡す。13日に
も別の消費者金融会社で借入の契約。カードを Bに渡す。
6月 14 日から 6月末にかけて、Aはさまざまな金融機関でカードロー
ン契約を締結。
6月 28 日 Aが住民票と印鑑証明書をそれぞれ 2通とって、印鑑とと
もに Bに渡す。7月 7日、司法書士事務所で Aの本人確認。その後、会
社が設立されたということを知る。
7月 20日 2カ所の携帯電話会社で各 2台のスマホを契約、1社でタブ
レット 1台の契約。すべて Bに渡す。
平成 28 年 7月 22日 Aは、勤務先に迷惑がかかると思い、支局長、課
長に状況説明をして、退職届を提出。その夜に、法律事務所に相談に行く。
7月 25日 Aは釧路警察署に相談。
7月 26日 弁護士にカードの使用停止を行ってもらう。弁護士に Bに
自動車を返還するように通知してもらうが、返還は実現せず。
9月 12日 今弁護士に相談。
平成 28 年 8 月 8 日 試用期間の満了により、乙加盟店は Bを本採用せず。
退職。
平成 28 年 9月 16日 A「債務整理」の申立 (平成 29年 6月 22日免責許
可決定)。






平成 29年 1月 18 日 Bが別件で逮捕。本件自動車であるレクサスを任意
提出。甲信販会社に引渡し。(2月 6日、甲信販会社は、自動車の引渡し
請求を取り下げ)
平成 29年 3月 14 日 甲信販会社は「請求の縮減申立書」。車両による換
価 (156万 9341円) の結果、請求額は 336万 8262円に縮減。
平成 29年 3月 23日 破産手続開始決定 (6月 22日破産と免責決定)。






しをめぐっては、重要な最高裁判決がある。最高裁平成 29年 2月 21日判





























































円であった。そして、その代金の支払いについて、平成 28 年 5月 26
日に甲信販会社と Aとの間で、頭金 50万円を除き、分割手数料 108








している。平成 30年 4月 27日付「訴状」には、本件契約が「甲信販
会社の加盟店である乙加盟店の暴力団員である営業社員が、自らが使
用する車両を、Aに購入させるために締結した契約」(11頁) である
と主張する。一方で、甲信販会社は、別訴の平成 29年 9月 21日付
「第 3準備書面」で、甲信販会社の Aに対する債権を「悪意で加えた











































賦販売法 35 条の 3 の 5)。調査の結果、加盟店において、特定商取引
法の定める不実告知等の禁止事項に違反したり、消費者契約法の取消
事由に該当するような不適切な勧誘行為があったと認められた場合に
は、与信が禁止される (割賦販売法 35 条の 3 の 7)。個別クレジット
業者による加盟店の調査は、加盟店契約の提携に先だって行われなけ
ればならない (割賦販売法施行規則 76 条)。また、加盟店に関して、
割賦販売法 35 条の 3 の 7 各号に定める法定不適正勧誘に該当する苦
情が寄せられた場合には、加盟店の調査を行うこととされている (割
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賦販売法施行規則 77 条 1項)。なお、調査項目には、悪質な勧誘行為
を防止するための体制が調査項目に挙げられている (割賦販売法施行














































が、雇用していた平成 28 年 2月 1日から 8 月 8 日までの間において
も、Bが暴力団関係者のような雰囲気があり、周りから暴力団関係者


























講じてきているとしている (平成 29年 2月 28 日付「ご回答」)。
もっとも、甲信販会社は、平成 30年 6月 25日付「答弁書」におい
て、指針は「企業自身の被害を防止する (いわば企業防衛の) ための
指針)」であり、取引相手の被害を防止するための指針ではない」(3





























月 9日判決 (平成 29年 (レ) 第 185 号) (判例集未搭載。TKC 文献
番号 25549202) である。なお、本件判決は、東京簡裁を第 1審とす
る控訴審判決である。
この裁判は、東京電力のカスタマーセンター業務を受託する株式会




































































あえて付言すれば、平成 28 年 9月 16日「介入通知」に書かれた多
数の金員を拠出させて、会社を設立するという対応は、反社会的勢力
に属さない者に休眠会社を設立させて、それを利用するという暴力団
特有の手口そのもののようにも思われる。そうした対応に個別クレ
ジットが利用されることがあってはならない。そのためにクレジット
会社が果たすべき責務が問われている。
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